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○ 防災集団移転促進事業を活用して市町村が買収した土地（移転元地）及びその
周辺の区域は、災害危険区域に指定され、津波に対して脆弱な構造の住宅の建築
が制限されるとともに、多くの場合、公有地と民有地が混在しているという特徴があ
ります。

○ また、被災市町村の多くは、人口が減少し、高齢化が進んでいる一方で、高台に
新たな市街地を造成しているため、被災前と比べて市街地面積が増えたり、中心市
街地が移動している状況にあります。

○ このような特徴を有する移転元地及びその周辺の区域について、どのようにした
らいいのか悩んでいる市町村も多いと考えています。

○ そこで、移転元地及びその周辺の区域を有効に活用し、復興まちづくり・地域づく
りの事業を実施している事例がありますので、参考となるよう、とりまとめて紹介する
こととしました。

○ 併せて、事例において活用されている土地区画整理事業、農山漁村地域復興基
盤総合整備事業等の事業手法や、関連する事業手法について紹介しています。

事例集作成の趣旨について
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○ 本事例集は、すでに、移転元地及びその周辺の区域の活用の検討を進めている
市町村の選択肢を限定するものではありません。

○ 検討されている市町村において、その中での課題や、より詳細な情報が必要な場
合には、復興庁や制度所管省庁までお問合せ、ご連絡ください。

○ 復興庁においても、市町村から話をうかがいながら、関係省庁と連携し、さらに検
討を進めていきます。

事例集作成の趣旨について
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防災集団移転促進事業の移転元地の活用事例

企業用地および都市公園として整備 （宮城県東松島市）

【概要】

○ 市が事業主体として、移転元地等を企業用地として整備（約40ha）

し、物流業等の利用を計画。

○ 土地区画整理事業を活用し、大区画の企業用地を整備予定。

【背景】

○ 石巻港に隣接し、企業用地のポテンシャルが高い。

○ 雇用の創出は、被災前からの市の課題。

○ 企業や県へのヒアリングにより、用地があれば進出したいという企業を

多数把握。

防集跡地の現状

【概要】
○ 大曲浜地区の企業用地の整備に併せ、隣接地に、地域住民の憩い

の場としての緑地（約7.2ｈａ）と、津波避難のための防災公園（約4ｈａ）

を、復興交付金の基幹事業である都市公園事業及び効果促進事業を

活用して整備（宮城県事業）。

【背景】
○ 被災前は、海浜部に県営の矢本海浜緑地（約16ｈａ）があったが、飛

行場の滑走路のため陸側への避難が長大となるため、適正な面積に減

少した上で大曲浜地区に緑地を再整備し、地域住民のレクリエーション

活動を被災前と同様に確保するもの。

○ 併せて、緑地利用者と企業従業員のために、津波発生時の一時避

難地として防災公園（築山）を整備。

企業用地として整備

都市公園として整備
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防災集団移転促進事業の移転元地の活用事例

商業用地、水産加工業用地として整備 （岩手県山田町）

【概要】
○ 低地部の移転元地を含むエリアを土地区画整理事業を活用して商業

用地、水産加工業用地として整備。

○ 津波復興拠点整備事業により整備する駅前商業エリア、土地区画整

理事業により嵩上げを行う居住エリアと一体的に市街地を形成。

【背景】
○ 震災前より、国道４５号沿線は商業利用が多く、山田漁港の後背地で

あるため、水産加工業の土地利用があった。

○ 個別に土地利用の引き合いがあった企業の情報をもとに、地元商店

街や事業主と個別ヒアリングを行い、再建意向や進出意向を把握。
津波復興拠点

（商業・業務施設等）

土地区画整理事業
（防集移転元地）

（商業・水産加工等）

JR陸中山田駅

土地区画整理事業
（住宅地等）

災害危険区域

商業集積エリア

漁業従事者のための資材置場、干場、網置場等として整備
（岩手県大船渡市）

【概要】
○ 防集事業で高台に移転した移転元地等において、漁業集落防災機

能強化事業を活用し、漁業者のための養殖資材置場や干場、網置場

等を整備。

【背景】
○ 地区の要望、事業の必要性、実現方策、行政と住民の役割分担など

について、市で素案を作成し、地区代表者と協議。

○ 防集事業で買い取った公有地が点在していることから、民有地との交

換等を行い、漁港隣接地に公有地を集約。

○ 集約した土地に漁協等が共同利用の漁具倉庫、作業小屋、駐車場

等を整備。
(漁業用用地現況)

４



防災集団移転促進事業の移転元地の活用事例

大区画の農地整備と併せ農業用施設用地等として集約（宮城県岩沼市）

【概要】

○ 県が事業主体となり、津波により甚大な被害を受けた沿岸部の農地等（693ha）

を対象に、ほ場の大区画化及び移転元地（約20ha）の集約を計画。

○ 農山漁村地域復興基盤総合整備事業（復興交付金）を活用し、大区画のほ場を整

備するとともに農業用施設用地等として活用するため、移転元地を集約。

【背景】

○ 震災前から、農業の高付加価値化・生産コスト削減に資する農地の大区画整備に

関する構想があった。

○ 被災農家にアンケートやヒアリング調査を行い、営農再開や農地の受委託の意向を

把握。

ほ場の整備と併せ移転先団地用地を整備 （宮城県南三陸町）

【概要】

○ 県が事業主体となり、津波により甚大な被害を受けた農地を含む約30haを対象に、

ほ場の整備及び移転元地（約2ha）の集約を計画。

○ 農山漁村地域復興基盤総合整備事業（復興交付金）を活用し、ほ場を整備すると

ともに、移転元地の一部を地区内の高台に集約し、移転先団地の用地として活用。

【背景】

○ 被災農家にアンケートやヒアリング調査を行い、営農再開や農地の受委託の意向

を把握。

○ ほ場整備と並行し、防災集団移転促進事業の計画を進める中、住民から被災前

の集落の近くで引き続き生活したいとの意向があった。

事業実施前 事業計画

土地改良換地制度により移転
元地を特定用途用地(非農用
地)として集約

↓
防災集団移転促進事業による
宅地造成後、分譲予定

ほ場整備事業実施地区
（津波浸水区域）

現況 計画案

岩沼地区

南三陸地区（西戸川工区）

編入区域界

水　　田

畑

宅　　地

凡　　例

水　　田

畑

公共用地

現地再建

凡　　例

土地改良換地制度により移転元地を
特定用途用地(非農用地)として集約

↓ 
農業用施設用地等として活用

（注）移転元地の集約に関するイメージ図であり、変更
の可能性がある。
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防災集団移転促進事業の移転元地の活用事例

海水浴場後背地の広場として整備（宮城県石巻市）

【概要】
○ 被災後に砂浜が自然再生しており、観光資源として活用する。

復興交付金の効果促進事業を活用し、砂浜後背地の整地や、低廉な

広場、駐車場等を整備。

【背景】
○ 被災前は、年間１万人が訪れる海水浴場であり、繁忙期は駐車場が

不足。

○ 地域住民を中心に、H25、H26年度に2日間海開きを開催するなど、

地元住民に海水浴場再開に強い希望あり。

○ H25年の海開きの際に実施した海水浴客へのアンケートで、海水浴場

整備への希望が多かった。

○ 広場は地区住民が維持管理を行うことで地域コミュニティ再生に寄与。

(被災前の白浜地区)
(白浜地区の整備計画)

広場

駐車場

キャンプ場

漁業用用地砂浜

追悼・鎮魂の場として整備 （宮城県南三陸町）

【概要】
○ 旧防災庁舎周辺で、追悼と鎮魂の場や避難築山を備えた復興祈念

公園（6.0ha）を復興交付金の基幹事業である都市公園事業及び効果

促進事業を活用して整備。

【背景】
○ 「南三陸町震災復興計画」において、メモリアル機能を有する「震災

復興祈念公園」として唯一の位置づけ。

○ 規模・施設内容、公有地（防集移転元地等）の活用等を精査し計画

（面積は当初構想より縮小）。
合計約６ha
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土地区画整理事業【国土交通省】
（概要） 換地手法による土地の再配置、減歩による公共用地の確保と整備

（事業主体・支援対象） 県・市町村・組合等
（要件） 都市計画区域内であること等
（支援措置） 復興交付金
（交付対象（限度額））公共施設整備費（用地費相当額含む）等
（交付率） ３／４ ※特別交付税により事業主体の負担なし

（その他の支援措置）換地手法による土地の交換・分合については、土地所有者に対し非課税（不動産所得
税、所得税等）
（問合せ先）事業について ： 国土交通省 都市局 市街地整備課

復興交付金について ： 復興庁 交付金班

企業用地の整備（宮城県東
松島市）

復興交付金効果促進事業 【復興庁】
（概要） 基幹事業と一体となって、効果を増大させるために必要な事業等を支援
（事業主体・支援対象） 県、市町村
（要件） 規模、施設内容、公有地（防集移転元地等）の活用等、適切な計画であること、復興まちづくりの観点

からの復興計画との整合性、公募により募集する利用企業の進出見込み等
（支援措置） 復興交付金
（交付対象） 企業用地の基盤造成費（東松島市の紹介事例の場合）

（注）総事業費の１／２を復興交付金により支援、残り１／２は市町村等負担
（交付率） ４／５ ※特別交付税により事業主体の負担なし

（問合せ先）復興庁 交付金班

津波復興拠点整備事業【国土交通省】
（概要） 津波が発生した場合においても都市機能を維持するための拠点であるとともに、復興を先導する

拠点となる市街地を用地買収方式で整備

（事業主体・支援対象） 県・市町村
（要件） 都市計画に「一団地の津波防災拠点市街地形成施設」が都市施設として定められていること、

１市町村２地区まで、１地区あたり２０ヘクタールまで等
（支援措置） 復興交付金
（交付対象） 計画策定費、公共施設整備費、用地取得造成費
（交付率） ３／４ ※特別交付税により事業主体の負担無し
（問合せ先） 事業について：国土交通省 都市局 市街地整備課

復興交付金について：復興庁 交付金班

（参考）

その他、企業用地の整備に
当たって活用できる事業手
法

事例において活用されている事業手法、関連する事業手法

市町村の事例等 活用した事業手法、関連する事業手法の概要

企業用地の整備（宮城県東
松島市）
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事例において活用されている事業手法、関連する事業手法等

市町村の事例等 活用した事業手法、関連する事業手法の概要

ふくしま産業復興企業立地支援事業【福島県】
（概要） 福島県内における製造業等の設備の整備等の費用を補助
（事業主体・支援対象） 民間企業
（要件） 福島県内への立地。固定投下資産額：１億円以上（新規地元雇用者数５人以上） 等
（補助対象） 建屋建設を伴わない機械設備の設置等

（補助率） ３／４以内
（問合せ先） 福島県商工労働部 企業立地課

（参考）

その他、企業の立地に当
たって活用できる事業手法

津波・原子力災害被災地域雇用創出企業立地補助金【経産省】
（概要） 製造業等の施設及び設備の整備、土地の取得等の費用を補助
（事業主体・支援対象） 民間企業
（要件） 青森県・岩手県・宮城県・茨城県内の津波浸水地域を含む自治体、福島県への立地。

固定投下資産額：５千万円以上（新規地元雇用者数３人以上） 等
（交付対象） 施設及び設備の整備費、土地の取得費等
（補助率） ３／４以内

（問合せ先） 「津波・原子力災害被災地域雇用創出企業立地補助金」事務局（みずほ情報総研株式会社）

グループ補助金【岩手県、宮城県、福島県】
（概要） 地域経済の核となる中小企業等グループが作成した復興事業計画に基づく施設・設備の復旧等を行
う場合に、その復旧費用を補助
（事業主体・支援対象） 被災中小企業、商店街振興組合、まちづくり会社 等
（要件）【地域】 岩手県、宮城県、福島県における津波浸水地域及び福島県の避難指示区域等を含む自治体

（交付対象） 施設・設備の復旧費用
（補助率） ３／４（国１／２、県１／４）
（問合せ先）岩手県 商工労働観光部 経営支援課

宮城県 経済商工観光部 新産業振興課
福島県 商工労働部 産業創出課

（参考）

その他、企業の立地に当
たって活用できる事業手法

（参考）

その他、企業の復旧に当
たって活用できる事業手法

８



農山漁村地域復興基盤総合整備事業（うち農地整備事業、復興基盤総合整備事業）【農林水産省】
（概要） 農山村地域の復興を図るため、生産効率を高める農地の大区画化等の基盤整備を支援
（事業主体・支援対象） 県、市町村
（要件） 農業振興地域の農用地区域内にあること、受益面積が20ha以上であること 等
（支援措置） 復興交付金
（交付対象） 区画整理、暗渠排水、客土 等
（交付率） ３／４等

※実施地域により、交付率が異なる場合がある
※特別交付税措置により事業主体の負担無し

（問合せ先）事業について：農林水産省 農村振興局 農村整備官
復興交付金について：復興庁 交付金班

生産性の高い大区画圃場
の整備（宮城県岩沼市、
南三陸町）

（参考）

その他、生産・加工のため
のハウス等の整備に活用
できる事業手法

被災地域農業復興総合支援事業【農林水産省】
（概要）市町村が農業・加工用施設の整備等を行い、被災農業者等へ貸与することにより農業復興を支援
（事業主体・支援対象） 市町村
（要件） 被災農業者等への貸与を目的とした施設の整備であること
（支援措置） 復興交付金
（交付対象） 生産・加工・流通・販売に必要なハウス、育苗施設、乾燥調製貯蔵施設、処理加工施設、集出荷

施設 等
（交付率） ３／４ ※特別交付税措置により事業主体の負担無し
（問合せ先）事業について：農林水産省経営局就農・女性課

復興交付金について：復興庁 交付金班

事例において活用されている事業手法、関連する事業手法等

市町村の事例等 活用した事業手法、関連する事業手法の概要
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漁業従事者のための、養
殖資材置場や網干場等の
整備（岩手県大船渡市）

漁業集落防災機能強化事業【農林水産省】

（概要）災害に強い漁業地域づくりを推進するため、地盤嵩上げ、移転跡地における水産関係用地の整備等
を支援
（事業主体・支援対象） 市町村
（要件） 300人以上5,000人以下の漁業集落等
（支援措置） 復興交付金
（交付対象） 漁業集落の地盤嵩上げ、切盛土等

（交付率） ３／４ ※特別交付税により事業主体の負担なし
（問合せ先）事業について：水産庁 防災漁村課

復興交付金について：復興庁 交付金班

（参考）

その他、水産業共同利用
施設の整備に活用できる
事業手法

水産業共同利用施設復興整備事業【農林水産省】

（概要） 水産業の復興を図るため、被災した市町村が所有する水産荷さばき施設、種苗生産放流施設、オイ
ルフェンス等保管施設等の整備、被災した市町村が策定する復興計画等に基づく水産加工流通施設
の整備に対して支援

（事業主体・支援対象） 市町村、民間団体

（要件） 被災した市町村が所有する水産業共同利用施設であること等（共同利用施設）、被災した種苗生産
施設であること等（放流用種苗生産施設）、被災した漁港の利用状況回復に資すること等（漁港施設）、
事業開始後５年後までに被災地等から仕入れ金額の50％以上を安定的に調達すること等（水産加工
流通施設）

（支援措置） 復興交付金
（交付対象） 水産業共同利用施設、漁港施設、放流用種苗生産施設、水産加工流通施設の整備等
（交付率） ３／４（支援対象が民間団体の場合 国：11／16、市町村：３／16、民間団体：２／16）

※特別交付税により、市町村の負担なし
（問合せ先）事業について：水産庁防災漁村課、水産庁栽培養殖課、水産庁加工流通課

復興交付金について：復興庁交付金班

事例において活用されている事業手法、関連する事業手法等

市町村の事例等 活用した事業手法、関連する事業手法の概要
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近隣の企業の従業員等滞
在者のための防災公園を
整備（宮城県南三陸町、東
松島市）

都市公園事業（防災公園・津波防災緑地）【国土交通省】

（概要） 被災地の復興において津波災害に強い地域づくりを推進するため、津波被害を軽減する機能を有
する都市公園（津波防災緑地）の整備等について支援
（事業主体・支援対象） 県、市町村
（要件） 【面積】原則として、2ha以上の公園であること

【総事業費】総事業費が、1箇所当たり2.5億円以上の事業（県事業は5億円以上）であること
（支援措置） 復興交付金
（交付対象） 用地取得、施設整備
（交付率）用地取得２／３、施設整備３／４ ※特別交付税措置により事業主体の負担無し
（問合せ先） 事業について：国土交通省 都市局 公園緑地・景観課

復興交付金について：復興庁 交付金班

都市公園事業【国土交通省】

（概要） 安全で快適な緑豊かな都市環境の形成を推進し、豊かな国民生活の実現を図るため、都市公園の
整備等について支援
（事業主体・支援対象） 県、市町村
（要件）【面積】原則として、2ha以上の公園であること

【総事業費】総事業費が、1箇所当たり2.5億円以上の事業（県事業は5億円以上）であること
【整備水準】市区町村事業においては、原則として、以下のⅰ）またはⅱ）の要件を満たすこと

ⅰ）当該市町村の区域内における公園緑地の合計面積が、都市計画区域内住民一人当
たり10㎡未満

ⅱ）当該市町村のＤＩＤ区域内における公園緑地の合計面積が、ＤＩＤ区域内住民一人当
たり5㎡未満

（支援措置） 社会資本整備総合交付金等
（交付対象） 用地取得、施設整備
（交付率） 用地取得１／３，施設整備１／２

（問合せ先） 国土交通省 都市局 公園緑地・景観課

（参考）

その他、都市公園の整備に
当たって活用できる事業手
法

事例において活用されている事業手法、関連する事業手法等

市町村の事例等 活用した事業手法、関連する事業手法の概要
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○ 住民が震災の犠牲者を
追悼するための施設の
整備（宮城県南三陸町）

○ 地域コミュニティの再生、
地域住民と観光客との
交流のための広場や駐
車場の整備（宮城県石
巻市）

復興交付金効果促進事業 【復興庁】
（概要） 基幹事業と一体となって、効果を増大させるために必要な事業等を支援
（事業主体） 県、市町村
（要件） 地域の復興に資する度合い、移転元地の利用見込み、持続可能性、費用との兼ね合い等、適切な

計画であること
（支援措置） 交付率 ４／５ ※特別交付税により事業主体の負担なし

（交付対象） 広場、駐車場等の整備（南三陸町、石巻市の紹介事例の場合）
（問合せ先）復興庁 交付金班

事例において活用されている事業手法、関連する事業手法等

市町村の事例等 活用した事業手法、関連する事業手法の概要

１２



防災集団移転促進事業の移転元地の利用に係る通知等

背 景

○ 防災集団移転促進事業による移転元地のあり方が各市町村における今後の課題。

○ これまで、防災集団移転促進事業による移転元地については、土地の利活用を想定していなかったことから、譲渡、
交換等については制限的に運用。

○土砂や資材置き場の確保などの復興ニーズに対応し、防災集団移転促進事業により取得した移転元地について、
譲渡や交換が可能である旨をガイダンスにおいて明確化。（H25.9.26通知）

○移転元地について、地方公共団体が保有したまま使用し、又は貸し付けることは復興交付金の交付の目的
に反するものではない旨を周知。（平成26年3月6日通知）

譲渡・交換等の取扱いの明確化

使用・貸付けの取扱いの明確化

◆取得した土地について、地方公共団体が災害危険区域に指定した上で、保有したまま使用し、又は貸し付ける場合、財産処分
の手続きが不要。

◆地方公共団体が土地を取得した後に、復興の進捗に応じて当該土地の譲渡や交換の希望が生じ、計画
的な跡地利用を促進する観点から当該譲渡又は交換を行うことが必要となった場合には、譲渡・交換は可能。

◆この場合、譲渡又は交換を行う前に、当該土地を災害危険区域に指定し、その土地の取得に係る事業の額の確定後、財産処
分の手続を行う必要がある。

○移転元地等について、他の事業に先行して額の確定を行うことにより、早期の処分が可能である旨を周知。
（H26.6.30通知）

◆通常、復興交付金事業等の額の確定は復興交付金事業等をまとめて行うものであるが、全ての復興交付金事業等の完了を待
つことなく、防災集団移転促進事業で実施した事業について先行的に額の確定を行うことが可能。
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○東日本大震災復興交付金基金交付要綱（平成２４年１月１６日付け国官会第２４１２号）附属第Ⅲ編（様式） 新旧対照表 

改正案 現行 

様式１ （略） 

様式２（完了実績総括表） 

 （記載要領）        

１．この様式は、復興交付金事業計画の年度ごとに作成する。    

２．交付決定内容の事業費欄は復興交付金事業等の全体事業費を記載し、事業費（控除額の控除後）欄、交付

金額欄は、それぞれ復興交付金基金において交付決定を受けた復興交付金事業等の事業費、国費を記載する。

３．完了事業の精算内容欄は、前記交付決定の内容欄に対応した完了事業の精算額を記載する。また、交付金

額(1)欄は、完了事業費から算出される復興交付金事業等に充てるべき復興交付金基金の取崩額を記載する。 

４．交付金の精算内訳欄における基金取崩額(2)欄は、復興交付金基金の実際の取崩額を記載する。  

５．取崩超過額(3)欄に取崩不足又は取崩未済額が生じた場合は、備考欄にその理由を簡単に記載し、当該金額

は△印をもって表示する。      

６．交付金受入額(5)欄は、東日本大震災復興交付金基金交付申請等要領（平成 24 年２月 10 日付け国官会第

2666号通知）の交付金受入調書における受入額と整合をとって記載する。    

７．基金残余額(6)は、東日本大震災復興交付金基金の解散後、東日本大震災復興交付金基金管理運営要領の規

定に基づき国庫に返還することとなる。     

８．発生物件に係る納付金がある場合は、完了事業の精算内容欄の事業費（控除額の控除後）から発生物件の

売却額又は評価額を控除し、備考欄に（発）としてその額を記載する。 

様式１ （略） 

様式２（完了実績総括表） 

 

 （記載要領）        

１．この様式は、復興交付金事業計画の年度ごとに作成する。    

２．交付決定内容の事業費欄は復興交付金事業等の全体事業費を記載し、事業費（控除額の控除後）欄、交付

金額欄は、それぞれ復興交付金基金において交付決定を受けた復興交付金事業等の事業費、国費を記載する。 

３．完了事業の精算内容欄は、前記交付決定の内容欄に対応した完了事業の精算額を記載する。また、交付金

額(1)欄は、完了事業費から算出される復興交付金事業等に充てるべき復興交付金基金の取崩額を記載する。 

４．交付金の精算内訳欄における基金取崩額(2)欄は、復興交付金基金の実際の取崩額を記載する。  

５．取崩超過額(3)欄に取崩不足又は取崩未済額が生じた場合は、備考欄にその理由を簡単に記載し、当該金額

は△印をもって表示する。      

６．交付金受入額(5)欄は、東日本大震災復興交付金基金交付申請等要領（平成 24 年２月 10 日付け国官会第

2666号通知）の交付金受入調書における受入額と整合をとって記載する。    

７．基金残余額(6)は、東日本大震災復興交付金基金の解散後、東日本大震災復興交付金基金管理運営要領の規

定に基づき国庫に返還することとなる。     

８．発生物件に係る納付金がある場合は、完了事業の精算内容欄の事業費（控除額の控除後）から発生物件の

売却額又は評価額を控除し、備考欄に（発）としてその額を記載する。 

残存価額 返納額(4)

交付金の精算内訳

交付金受
入額(5)

基金残余
額(6)

=(5)-(2)

取崩超過
額(3)

=(2)-(1)

残存物件等 国庫に返
納を要す

る額
(3)+(4)

計　画　合　計

番
号

交付決定内容 完了事業の精算内容

計画名 備　考
事業費

事業費
（控除額
の控除
後）

交付金額 事業費

事業費
（控除額
の控除
後）

交付金額
(1)

基金取崩
額(2)

平成　　年度　東日本大震災復興交付金基金　復興交付金事業等完了実績総括表

（単位：円）

地方公共団体名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

残存価額 返納額(4)

交付金の精算内訳

交付金受
入額(5)

基金残余
額(6)

=(5)-(2)

取崩超過
額(3)

=(2)-(1)

残存物件等 国庫に返
納を要す

る額
(3)+(4)

計　画　合　計

番
号

交付決定内容 完了事業の精算内容

計画名 備　考
事業費

事業費
（控除額
の控除
後）

交付金額 事業費

事業費
（控除額
の控除
後）

交付金額
(1)

基金取崩
額(2)

平成　　年度　東日本大震災復興交付金基金　復興交付金事業等完了実績総括表

（単位：円）

地方公共団体名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
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改正案 現行 

９．事業の執行が2箇年以上にまたがる場合は、全体額を計上したうえ、その下行に執行年度別の内訳額を記

載する。（執行年度は、備考欄に記載する。）    

10．交付決定年度の異なるもの（標題の年度の復興交付金事業計画に記載されている復興交付金事業等であっ

て、交付決定が複数年にわたり行われたもの）については、複数年の交付決定の分を合算の上、記載する。 

11．指導監督交付金については、復興交付金基金を取崩して実施する事業ではないため、本様式において記載

しないこと。 

12．防災集団移転促進事業について、既に取崩額の確定を行っている場合には、備考欄に取崩額の額の確定通

知書（様式12）の年月日及び番号を記載し、通知書の写しを添付する。 

 

様式３（完了事業箇所別精算額表） 

９．事業の執行が2箇年以上にまたがる場合は、全体額を計上したうえ、その下行に執行年度別の内訳額を記

載する。（執行年度は、備考欄に記載する。）    

10．交付決定年度の異なるもの（標題の年度の復興交付金事業計画に記載されている復興交付金事業等であっ

て、交付決定が複数年にわたり行われたもの）については、複数年の交付決定の分を合算の上、記載する。 

11．指導監督交付金については、復興交付金基金を取崩して実施する事業ではないため、本様式において記載

しないこと。 

 

 

 

様式３（完了事業箇所別精算額表） 

 

（単位：円）

本工事費
附帯

工事費

測量

設計費

用地費及

補償費

船舶及機

械器具費
換地諸費

権利変

換諸費

管理処

分諸費

20 10 30 30 15

80 10 90 90 45

100 20 0 0 0 0 0 0 120 120 60 H24 4 10
100 20 0 0 0 0 0 0 120 120 60 H25.6.10

10 10 20 20 10

80 6 86 86 43

10 4 14 14 7
30 40 70 70 35

70 20 90 90 45

100 0 0 60 0 0 0 0 160 160 80 H24 6 10
100 0 0 60 0 0 0 0 160 160 80 H25.2.10

10 40 50 50 25

80 20 100 100 50

10 0 10 10 5
40 40 40 32

40 40 40 32

0 0 80 0 0 0 0 0 80 80 64 H24 4 1
0 0 80 0 0 0 0 0 80 80 64 H23.12.2

30 30 30 24

30 30 30 24

20 20 20 16
50 10 0 40 0 0 0 0 100 100 50

150 10 0 20 0 0 0 0 180 180 90

200 20 0 60 0 0 0 0 280 280 140
200 20 0 60 0 0 0 0 280 280 140

20 10 0 40 0 0 0 0 70 70 35

160 6 0 20 0 0 0 0 186 186 93

20 4 0 0 0 0 0 0 24 24 12
0 0 40 0 0 0 0 0 40 40 32

0 0 40 0 0 0 0 0 40 40 32

0 0 80 0 0 0 0 0 80 80 64
0 0 80 0 0 0 0 0 80 80 64

0 0 30 0 0 0 0 0 30 30 24

0 0 30 0 0 0 0 0 30 30 24

0 0 20 0 0 0 0 0 20 20 16
50 10 40 40 0 0 0 0 140 140 82

150 10 40 20 0 0 0 0 220 220 122

200 20 80 60 0 0 0 0 360 360 204
200 20 80 60 0 0 0 0 360 360 204

20 10 30 40 0 0 0 0 100 100 59

160 6 30 20 0 0 0 0 216 216 117

20 4 20 0 0 0 0 0 44 44 28

80%

計 1200

23

全体額

24

25

23 23

23 24

23

24

25

D - 1 小計 全体額

23 23

23 24

効果促進事業等

23

24

25

全体額

23 23

23 24

基幹事業

事業番号

- 1 -△

D

全体額

24

23

24 1/2

23 23

23 24

全体額

24

○×△

執行事

業費

(B)

進捗率

（B/A)

事業費

(控除額

の控除

後)

執行

年度

1/2

○×△ 8/10

23 8/10

25 8/10

8/10

-

1/2

1/2

事業の成果

経費の配分

国費

充当率

交付

金額

交付対

象事業

費

(A)

・・・ 600

1/2

- 1 -1 全体額

23

23 24

23 1/2

8/10

8/10

25 1/2

23

23 24

◆D

備　考

1/2

25

1/2

要素事業

名(事業

箇所)

事業費 事業費

計

平成　　年度　復興交付金事業等完了事業箇所別精算額表

計画名 地方公共団体名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

交付対象

事業の名

称

着　工

竣　工

年月日

(会計区分)　　　　　　(項)　　　　　　　　　　(目)

D ○○○ △△△ ・・・ 5001/2

1/2

120 20%

予算

措置

年度

交付

決定

年度

23

1/2○○○ ×××

100 80

100 80 80%

23

1100

・・・

360 30%

1 -△-1

280 25%

160 32%

（単位：円）

本工事費
附帯

工事費

測量

設計費

用地費及

補償費

船舶及機

械器具費
換地諸費

権利変

換諸費

管理処

分諸費

20 10 30 30 15

80 10 90 90 45

100 20 0 0 0 0 0 0 120 120 60 H24 4 10
100 20 0 0 0 0 0 0 120 120 60 H25.6.10

10 10 20 20 10

80 6 86 86 43

10 4 14 14 7
30 40 70 70 35

70 20 90 90 45

100 0 0 60 0 0 0 0 160 160 80 H24 6 10
100 0 0 60 0 0 0 0 160 160 80 H25.2.10

10 40 50 50 25

80 20 100 100 50

10 0 10 10 5
40 40 40 32

40 40 40 32

0 0 80 0 0 0 0 0 80 80 64 H24 4 1
0 0 80 0 0 0 0 0 80 80 64 H23.12.2

30 30 30 24

30 30 30 24

20 20 20 16
50 10 0 40 0 0 0 0 100 100 50

150 10 0 20 0 0 0 0 180 180 90

200 20 0 60 0 0 0 0 280 280 140
200 20 0 60 0 0 0 0 280 280 140

20 10 0 40 0 0 0 0 70 70 35

160 6 0 20 0 0 0 0 186 186 93

20 4 0 0 0 0 0 0 24 24 12
0 0 40 0 0 0 0 0 40 40 32

0 0 40 0 0 0 0 0 40 40 32

0 0 80 0 0 0 0 0 80 80 64
0 0 80 0 0 0 0 0 80 80 64

0 0 30 0 0 0 0 0 30 30 24

0 0 30 0 0 0 0 0 30 30 24

0 0 20 0 0 0 0 0 20 20 16
50 10 40 40 0 0 0 0 140 140 82

150 10 40 20 0 0 0 0 220 220 122

200 20 80 60 0 0 0 0 360 360 204
200 20 80 60 0 0 0 0 360 360 204

20 10 30 40 0 0 0 0 100 100 59

160 6 30 20 0 0 0 0 216 216 117

20 4 20 0 0 0 0 0 44 44 28

80%

計 1200

23

全体額

24

25

23 23

23 24

23

24

25

D - 1 小計 全体額

23 23

23 24

効果促進事業等

23

24

25

全体額

23 23

23 24

基幹事業

事業番号

- 1 -△

D

全体額

24

23

24 1/2

23 23

23 24

全体額

24

○×△

執行事

業費

(B)

進捗率

（B/A)

事業費

(控除額

の控除

後)

執行

年度

1/2

○×△ 8/10

23 8/10

25 8/10

8/10

-

1/2

1/2

事業の成果

経費の配分

国費

充当率

交付

金額

交付対

象事業

費

(A)

・・・ 600

1/2

- 1 -1 全体額

23

23 24

23 1/2

8/10

8/10

25 1/2

23

23 24

◆D

備　考

1/2

25

1/2

要素事業

名(事業

箇所)

事業費 事業費

計

平成　　年度　復興交付金事業等完了事業箇所別精算額表

計画名 地方公共団体名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

交付対象

事業の名

称

着　工

竣　工

年月日

(会計区分)　　　　　　(項)　　　　　　　　　　(目)

D ○○○ △△△ ・・・ 5001/2

1/2

120 20%

予算

措置

年度

交付

決定

年度

23

1/2○○○ ×××

100 80

100 80 80%

23

1100

・・・

360 30%

1 -△-1

280 25%

160 32%
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改正案 現行 

（記載要領） 

１．本表は、復興交付金事業計画ごと、かつ復興交付金事業計画の年度ごとに作成する。 

２．本表に記載する金額は承認額（上段）、実施額（下段）の二段書をもって対照表示する。この場合、承認額

は交付決定の対象となった事業費であり、交付決定の変更を受けたものについては、変更後の事業費を記入す

る。なお、国土交通大臣の承認を受けずに行った軽微な変更に係るものについては、備考欄に（変）と記載す

る。 

３．交付決定年度の異なるもの（同一年度の復興交付金事業計画に記載されている復興交付金事業等であって、

交付決定が複数年にわたり行われたもの）については、全体額を計上したうえ、その上行に予算の措置された

国の会計年度及び交付決定年度別の内訳を記載する。 

４．事業の執行が2箇年以上にまたがる場合は、全体額を計上したうえ、その下行に執行年度別の内訳額を記

載する。 

 

（記載要領） 

１．本表は、復興交付金事業計画ごと、かつ復興交付金事業計画の年度ごとに作成する。 

２．本表に記載する金額は承認額（上段）、実施額（下段）の二段書をもって対照表示する。この場合、承認額

は交付決定の対象となった事業費であり、交付決定の変更を受けたものについては、変更後の事業費を記入す

る。なお、国土交通大臣の承認を受けずに行った軽微な変更に係るものについては、備考欄に（変）と記載す

る。 

３．交付決定年度の異なるもの（同一年度の復興交付金事業計画に記載されている復興交付金事業等であって、

交付決定が複数年にわたり行われたもの）については、全体額を計上したうえ、その上行に予算の措置された

国の会計年度及び交付決定年度別の内訳を記載する。 

４．事業の執行が2箇年以上にまたがる場合は、全体額を計上したうえ、その下行に執行年度別の内訳額を記

載する。 

40 40 30 15

80 80 70 35

0 0 120 0 0 0 0 0 120 100 50 H24 4 10
0 0 120 0 0 0 0 0 120 100 50 H25.3.31

40 40 40 20

80 80 80 40

0 0 0 0
0 0 40 0 0 0 0 0 40 30 15

0 0 80 0 0 0 0 0 80 70 35

0 0 120 0 0 0 0 0 120 100 50
0 0 120 0 0 0 0 0 120 120 60

0 0 40 0 0 0 0 0 40 40 20

0 0 80 0 0 0 0 0 80 80 40

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
0

0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0

0

0
0 0 40 0 0 0 0 0 40 30 15

0 0 80 0 0 0 0 0 80 70 35

0 0 120 0 0 0 0 0 120 100 50
0 0 120 0 0 0 0 0 120 120 60

0 0 40 0 0 0 0 0 40 40 20

0 0 80 0 0 0 0 0 80 80 40

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
50 10 40 40 0 0 0 0 140 130 65

150 10 80 20 0 0 0 0 260 250 125

200 20 120 60 0 0 0 0 400 380 190
200 20 120 60 0 0 0 0 400 400 200

20 10 40 40 0 0 0 0 110 110 55

160 6 80 20 0 0 0 0 266 266 133

20 4 0 0 0 0 0 0 24 24 12
0 0 40 0 0 0 0 0 40 40 32

0 0 40 0 0 0 0 0 40 40 32

0 0 80 0 0 0 0 0 80 80 64
0 0 80 0 0 0 0 0 80 80 64

0 0 30 0 0 0 0 0 30 30 24

0 0 30 0 0 0 0 0 30 30 24

0 0 20 0 0 0 0 0 20 20 16
50 10 80 40 0 0 0 0 180 170 97

150 10 120 20 0 0 0 0 300 290 157

200 20 200 60 0 0 0 0 480 460 254
200 20 200 60 0 0 0 0 480 480 264

20 10 70 40 0 0 0 0 140 140 79

160 6 110 20 0 0 0 0 296 296 157

20 4 20 0 0 0 0 0 44 44 28

23

24

25

2200

23 24

23 23

計 全体額 460 21%

23

24

25

合計

23 24

23 23

効果促進事業等 全体額 100 80 80%

23

24

25

23 24

23 23

基幹事業 全体額 2100 380 18%

23

24

25

23 24

23 23

計 全体額 1000 100 10%

23

24

25

23 24

23 23

D - 20 小計 効果促進事業等 全体額

23

24

25

24

23 23

23

- 20 -○ 10%1000 100全体額

1/2

1/2

23 23

23 24

23 1/2

D ○○△ △○× ・・・ 1/2

1/2

25 1/2

24

基幹事業 全体額 1000 100 10%

40 40 30 15

80 80 70 35

0 0 120 0 0 0 0 0 120 100 50 H24 4 10
0 0 120 0 0 0 0 0 120 100 50 H25.3.31

40 40 40 20

80 80 80 40

0 0 0 0
0 0 40 0 0 0 0 0 40 30 15

0 0 80 0 0 0 0 0 80 70 35

0 0 120 0 0 0 0 0 120 100 50
0 0 120 0 0 0 0 0 120 120 60

0 0 40 0 0 0 0 0 40 40 20

0 0 80 0 0 0 0 0 80 80 40

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
0

0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0

0

0
0 0 40 0 0 0 0 0 40 30 15

0 0 80 0 0 0 0 0 80 70 35

0 0 120 0 0 0 0 0 120 100 50
0 0 120 0 0 0 0 0 120 120 60

0 0 40 0 0 0 0 0 40 40 20

0 0 80 0 0 0 0 0 80 80 40

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
50 10 40 40 0 0 0 0 140 130 65

150 10 80 20 0 0 0 0 260 250 125

200 20 120 60 0 0 0 0 400 380 190
200 20 120 60 0 0 0 0 400 400 200

20 10 40 40 0 0 0 0 110 110 55

160 6 80 20 0 0 0 0 266 266 133

20 4 0 0 0 0 0 0 24 24 12
0 0 40 0 0 0 0 0 40 40 32

0 0 40 0 0 0 0 0 40 40 32

0 0 80 0 0 0 0 0 80 80 64
0 0 80 0 0 0 0 0 80 80 64

0 0 30 0 0 0 0 0 30 30 24

0 0 30 0 0 0 0 0 30 30 24

0 0 20 0 0 0 0 0 20 20 16
50 10 80 40 0 0 0 0 180 170 97

150 10 120 20 0 0 0 0 300 290 157

200 20 200 60 0 0 0 0 480 460 254
200 20 200 60 0 0 0 0 480 480 264

20 10 70 40 0 0 0 0 140 140 79

160 6 110 20 0 0 0 0 296 296 157

20 4 20 0 0 0 0 0 44 44 28

23

24

25

2200

23 24

23 23

計 全体額 460 21%

23

24

25

合計

23 24

23 23

効果促進事業等 全体額 100 80 80%

23

24

25

23 24

23 23

基幹事業 全体額 2100 380 18%

23

24

25

23 24

23 23

計 全体額 1000 100 10%

23

24

25

23 24

23 23

D - 20 小計 効果促進事業等 全体額

23

24

25

24

23 23

23

- 20 -○ 10%1000 100全体額

1/2

1/2

23 23

23 24

23 1/2

D ○○△ △○× ・・・ 1/2

1/2

25 1/2

24

基幹事業 全体額 1000 100 10%
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改正案 現行 

５．事業番号は、復興交付金事業計画の「事業番号」欄に記載された事業番号を記載する。６．事業の成果は、

当該事業の施行箇所、延長・面積及び主要工種の施工数量等を可能な限り具体的に記載する。 

７．国費充当率は、「基本充当率」ではないことに注意する。８．交付対象事業費は、復興交付金事業計画に記

載されている復興交付金事業等の「全体事業費」（全体期間を通じての全ての事業費）を記載する。 

９．執行事業費は、復興交付金事業計画の計画期間内に執行された事業費の総額（本表による事業費額を含む。）

を記載する。 

10．着工・竣工年月日の記載は次表の通りとする。なお、費目が複合している場合の着工年月日は最も早い年

月日を、竣工年月日は最も遅い年月日を記入すること。 

11．「Ｄ－○小計」欄は、事業番号（Ｄ１～Ｄ２０）ごとに、それぞれ基幹事業、基幹事業ごとの効果促進事業

等、これらの合計の順に小計を記載する。また、合計欄は、計画全体での合計を記載する。 

12．発生物件に係る納付金がある場合は、備考欄に（発）と記載し、その売却額又は評価額を併記する。 

13．間接補助の場合には、備考欄に間接補助事業者名、間接補助金の額を記載する。 

14．「市街地復興効果促進事業」の報告に当たっては、実施した「細要素事業」の合計額を本様式に記載すると

ともに、「事業の成果」欄及び「着工竣工年月日」欄に「内訳のとおり」と記載し、別葉において「細要素事業」

の報告を作成の上、本様式に添付する。「細要素事業」の報告に当たっては、本様式を用いるものとし、「標題」

を「平成 年度 市街地復興効果促進事業 箇所別精算額表」と書き換えて用いる。その際、「要素事業名」の

欄には「細要素事業名」を記載し、「交付金額」の欄には「協議対象交付金額」を記載する。また、「交付対象

事業費(A)」、「執行事業費(B)」及び「進捗率(B/A)」欄の記載は不要とし、基幹事業又は効果促進事業等ごとの

小計欄を設けることを要しない。 

15．防災集団移転促進事業について、既に取崩額の確定を行っている場合には、備考欄に取崩額の額の確定通

知書（様式12）の年月日及び番号を記載し、通知書の写しを添付する。 

様式４～様式２４ （略） 

５．事業番号は、復興交付金事業計画の「事業番号」欄に記載された事業番号を記載する。６．事業の成果は、

当該事業の施行箇所、延長・面積及び主要工種の施工数量等を可能な限り具体的に記載する。 

７．国費充当率は、「基本充当率」ではないことに注意する。８．交付対象事業費は、復興交付金事業計画に記

載されている復興交付金事業等の「全体事業費」（全体期間を通じての全ての事業費）を記載する。 

９．執行事業費は、復興交付金事業計画の計画期間内に執行された事業費の総額（本表による事業費額を含む。）

を記載する。 

10．着工・竣工年月日の記載は次表の通りとする。なお、費目が複合している場合の着工年月日は最も早い年

月日を、竣工年月日は最も遅い年月日を記入すること。 

 

11．「Ｄ－○小計」欄は、事業番号（Ｄ１～Ｄ２０）ごとに、それぞれ基幹事業、基幹事業ごとの効果促進事業

等、これらの合計の順に小計を記載する。また、合計欄は、計画全体での合計を記載する。 

12．発生物件に係る納付金がある場合は、備考欄に（発）と記載し、その売却額又は評価額を併記する。 

13．間接補助の場合には、備考欄に間接補助事業者名、間接補助金の額を記載する。 

14．「市街地復興効果促進事業」の報告に当たっては、実施した「細要素事業」の合計額を本様式に記載すると

ともに、「事業の成果」欄及び「着工竣工年月日」欄に「内訳のとおり」と記載し、別葉において「細要素事業」

の報告を作成の上、本様式に添付する。「細要素事業」の報告に当たっては、本様式を用いるものとし、「標題」

を「平成 年度 市街地復興効果促進事業 箇所別精算額表」と書き換えて用いる。その際、「要素事業名」の

欄には「細要素事業名」を記載し、「交付金額」の欄には「協議対象交付金額」を記載する。また、「交付対象

事業費(A)」、「執行事業費(B)」及び「進捗率(B/A)」欄の記載は不要とし、基幹事業又は効果促進事業等ごとの

小計欄を設けることを要しない。 

 

 

様式４～様式２４ （略） 

 

費目等

本工事費、測量設計費等

用地費及補償費
①直営の場合：売買契約日

②委託の場合：委託契約日

①直営の場合：資材又は人夫雇用等の日

②請負の場合：請負契約日

③委託の場合：委託契約日

着工年月日 竣工年月日

①完成検査日

②同上

③契約に基づく目的物の引き渡し日

①用地費については、移転登記完了日又は土地の引き渡し日

　補償費については、物件等の移転を確認した日

②同上

費目等

本工事費、測量設計費等

用地費及補償費
①直営の場合：売買契約日

②委託の場合：委託契約日

①直営の場合：資材又は人夫雇用等の日

②請負の場合：請負契約日

③委託の場合：委託契約日

着工年月日 竣工年月日

①完成検査日

②同上

③契約に基づく目的物の引き渡し日

①用地費については、移転登記完了日又は土地の引き渡し日

　補償費については、物件等の移転を確認した日

②同上
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